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1．研究の背景および目的 

無補強組積造建物は施工の簡便さから、最も古く、最も

多く使われている構造形式である。しかし、無補強組積造

建物の耐震性能は他の構造形式に比べて相対的に乏しい

ため、地震が発生すると必ず甚大な被害を受けている。 

そこで本研究では、①無補強組積造壁の面内方向および

面外方向の破壊メカニズムおよび耐震性能を明らかにす

ること、また、②余震に対する 2 次災害を減らすための残

存耐震評価手法および応急補強手法を開発すること、を主

目的とする。 

本年度は、その初年度として、開口をパラメータとした

無補強組積造壁の面内正負交番繰り返し載荷実験を行い、

面内方向への破壊メカニズムやせん断応力度などを実験

的に明らかにする。 

 

2．試験体の概要 

2.1 対象建物 

本研究では、無補強組積造建物が数多く建てられている

韓国から、典型的な 2 階建て家屋を対象建物とした。軸力

は対象建物から算定し、1 階の軸応力度は 0.155MPa とな

った。対象建物の無補強組積造壁の構成は、外側は長手積

み（厚さ 0.5B（100mm））の赤レンガ、内側は長手積み（厚

さ 0.5B（100mm））のセメントレンガ、その間は 50mm の

断熱材施工用空間となっている。 

 

2.2 試験体の詳細 

本研究では、韓国の典型的な無補強組積造 2 階建て家屋

を対象に、その 1 階壁体部分を想定し、無開口壁体試験体

（NO 試験体）、窓を有する壁体試験体（W 試験体）、ドア

を有する壁体試験体（D 試験体）、計 3 体の試験体を制作

した。試験体は実験室の制約上、約 1/2 スケールで製作し

た。図 1 に各試験体の詳細を示す。いずれの試験体も赤レ

ンガ（0.5B）とセメントレンガ（0.5B）で構成されており、

両者間の空間は壁体のせん断力に影響を及ぼさないため、

空間を設けないこととした。 

W 試験体および D 試験体の開口の位置については、正

加力と負加力で異なる破壊メカニズムと負担せん断力を

期待し、左右対称としなかった。また、入手可能な既往の

研究結果と比較するため、開口率は既往の研究と同様、両

試験体とも 0.16 とした。 

赤レンガとセメントレンガは、両者とも 210×100×

60mm である。目地モルタルの配合は韓国と日本で一般的

に使われている、1：3：0.5（セメント：砂：水）とした。 

 

3．実験概要 

3.1 加力計画 

図 2 に試験体のセットアップの様子を示す。同図に示す

とおり、試験体は上下固定用アングルおよびシアキーで緊

結に固定され、1 台の鉛直ジャッキで一定軸力を導入しな

がら 1 台の水平ジャッキで目標水平部材角まで正負交番

繰り返し載荷を行った。また、面外方向への転倒を避ける

ため防止治具を設置した。 

総軸力は 62kN（加力ビームの重量 13.7kN＋鉛直ジャッ

キから 48.3kN）を導入した。（軸応力度は前述したとおり

 

(a)無開口壁体試験体(NO試験体)       (b)窓を有する壁体試験体(W試験体)     (c)扉を有する壁体試験体(D試験体) 

図 1 試験体の詳細 

 

 

図8 荷重－変形関係 



2020 年度 静岡理工科大学 理工学部建築学科  卒業論文梗概  

0.155MPa）。水平加力は、図 3 に示すように水平部材角±

1/1000、±1/500、±1/250、±1/150、±1/100、±1/67、±

1/50、±1/33、±1/25、±1/20 まで 2 回ずつ正負交番繰り返

し載荷し、試験体の破壊状況に応じて載荷ルールを適宜変

更することとした。 

 

 

図 2 試験体セットアップの様子 

 

 

図 3 加力計画 

 

3.2 計測計画 

計測計画を図 4 に示す。本実験では目標水平部材角計測

用の相対水平変位、試験体両側の水平変位および鉛直変位、

開口上下の変形算定用変位などを計測する。 

 

 

図 4 計測計画（背面） 

3.3 材料試験 

組積造壁のすべり強度を調べるため、万能試験機を用い

たレンガユニットの押し抜き試験を行った。試験体は 1 枚

3 段のものを用いた。導入軸応力度0 をパラメータとし、

軸力はひずみゲージを取り付けた PC 鋼棒によって導入し

た。試験結果を図 5 にまとめる。式(1)を用いて押し抜き最

大せん断強度を求め、図 5 に示す回帰直線から、レンガ

とモルタル間の粘着力0と摩擦係数を求める 1)。 

 

𝜏 = 𝜇𝜎0 + 𝜏0         (1) 

 

実験結果より、摩擦係数 μ は赤レンガの方がセメントレ

ンガより高い値となり、一方粘着力0はセメントレンガの

方高い値となったが、両者に大きな差はなかった。 

 

 

図 5 押し抜きせん断応力度－軸応力度の関係 

 

4．実験結果 

4.1 破壊パターンおよび荷重－変形関係 

各試験体の最終ひび割れ状況および荷重－変形関係を

図 6 および図 7 にそれぞれ示す。 

 

(1) NO 試験体 

 本試験体は部材角 1/1000 で 2 段目の横目地にひび割れ

が観測された。部材角 1/250 で 2 段目の横目地に生じたひ

び割れが進展し、耐力が急激に低下した。部材角 1/250 か

ら実験終了時まで試験体下部に発生した横目地のひび割

れを境に上部の試験体が剛体回転する挙動を示し、試験体

耐力はほぼ一定となった。本試験体における最大耐力は、

部材角 1/250 で 86.8kN を記録した。 

(2) W 試験体 

本試験体は 1/1000 で開口部右下の横目地と開口部左下

に階段状ひび割れが観測された。その後、部材角 1/500 で

階段状のひび割れと繋がり、剛体回転の挙動を示した。部

材角 1/250 では、開口部右上の縦目地にひび割れが観測さ

れ、繰り返し載荷により進展した。部材角 1/50 の終了時に

試験体右下のひび割れによって残留変形が大きくなり、部

材角 1/25 加力途中、開口部右側の壁が剥落し、除荷時にシ
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アキーと接触するため実験を終了した。また、部材角

1/1000 で最大耐力 54.3kN を記録した。 

(3) D 試験体 

本試験体は、加力前に 1 段目の横目地に初期ひび割れが

生じた。部材角 1/500 で開口部右側の横目地にもひび割れ

が発生し、耐力が低下した。部材角 1/250 では、開口部左

上の横目地にひび割れが観測され、部材角+1/67 でそのひ

び割れが進展した。また、部材角 1/33 で開口部左側の 5 段

目の横目地にひび割れが発生し、部材角+1/25 でセメント

レンガ側に圧壊が生じた。本試験体における最大耐力は、

部材角 1/250 で 44.5kN を記録した。 

 

4.2 最大耐力の評価 

 いずれの試験体においても、すべり破壊後に剛体回転の

挙動を示した。そこで本論文では、粘着力を無視した（既

に横目地にひび割れが発生したため）すべり耐力および剛

体回転耐力の計算を式(2)および式(3)より求めた。 

 

𝑄1 = (𝜇𝜎₀)𝐴         (2) 

 

𝑄2 =
(𝑁1+𝑁2+𝜔0)(𝐿−Δ𝐿)

𝐻
               (3) 

 

 

式(2)および式(3)のうち、摩擦係数は図 6 の平均値を、

軸応力度0 は前述の 0.155MPa を用いた。A は各試験体の

断面積である。また、図 8 に示すように、N1は 48.3kN、N2

は 15.25kN(加力ビームの重量 13.7kN＋上部固定用アング

ル1.55kN）、0は剛体回転する試験体の重量とした。また、

ΔL は試験体高さに部材角を乗じた値とする。 

式(2)および式(3)より計算した結果を図 7 に示す。同図

に示すように、すべての試験体において、すべり挙動時の

最大耐力や、すべり破壊後の剛体回転による耐力の計算値

は実験結果と整合している。 

 

 

図 8 剛体回転の概念図 

 

 

(a) NO 試験体              (b) W 試験体            (c) D 試験体 

図 6 赤レンガ壁体面最ひび割れ状況(青：正加力時、赤：負加力時、黒：初期ひび割れ) 

 

 

(a) NO 試験体              (b) W 試験体            (c) D 試験体 

図 7 荷重－変形関係 
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4.3 等価粘性減衰定数 

各試験体のエネルギー吸収能力を比較するため、各試験

体の履歴ループの形状から等価粘性減衰定数（heq）を式(4)

によって算定し、その結果を図 9 に示す。 

 

     ℎ𝑒𝑞 =
1

4𝜋
・

𝛥𝑊

𝑊
        (4) 

 

ここで、W は履歴面積で、1 サイクルの損失エネルギー

（吸収エネルギー）を示し、W は等価剛性による弾性ひず

みエネルギーを示す。 

図 9 より、すべての試験体において部材角が大きくなる

ことにより等価粘性減衰定数が減少する傾向を示した。し

かし、水平変形角 0.67%から減衰が緩やかになり、最終的

にはエネルギー吸収能力を維持するような結果となった。 

 

 

図 9 等価粘性減衰定数 heqの推移 

 

4.4 最大残存ひび割れ幅 

各試験体における部材角ごとの最大残留ひび割れ幅を

図 10 に示す。NO 試験体および D 試験体では、正負とも

基本的に同程度の残留ひび割れ幅が確認されたが、W 試験

体では試験体の剥落が見られたため異なる結果となった。 

 

 

図 10 最大残留ひび割れ幅の推移 

 

4.5 諸因子によるすべり挙動と剛体挙動の検討 

限界アスペクト比 rc=h/l および挿入軸力 N におけるす

べり強度と剛体強度の検討を行うため、各試験体の最大せ

ん断力から許容せん断応力度a を 0.215N/mm2 とし、式

(5)および式(6)より算定した 2)。 

𝑄𝑎 = 𝜏𝑎𝑙0𝑡        (5) 

 

𝑄𝑎 =
(𝑁+𝜔)𝑙

2ℎ
        (6) 

 

式(5)および式(6)のうち、Qa は許容せん断力を示し、は

各試験体の自重を示す。また、l および h は図 1 の試験体

の長さおよび高さを用いる。ただし l0は開口部を除く各試

験体の長さとする。 

式(5)および式(6)より計算した結果、剛体回転を起こさ

ず、すべり破壊となるためには NO 試験体の場合アスペク

ト比が 0.43 より小さい値もしくは軸力 N を 108.65kN より

大きく導入する必要があることが分かった。また、開口を

設けた場合の W 試験体はアスペクト比を 0.63 より小さい

値もしくは軸力 N を 69.71kN より大きく導入することで

すべり破壊となり、D 試験体では、アスペクト比を 0.55 よ

り小さい値もしくは軸力 N を 82.98kN より大きく導入す

る必要があることが分かった。 

 

5．まとめ 

本論文では、開口をパラメータとした無補強組積造壁の

面内正負交番繰り返し載荷実験を行い、面内方向への破壊

メカニズムや耐力を実験的に検討した。得られた知見は以

下の通りである。 

(1) すべての試験体において、すべり破壊が生じた後、剛

体回転挙動を示すことを確認した。一方、W 試験体お

よび D 試験体が NO 試験体より早い段階で剛体回転

挙動に移ることが確認された。 

(2) すべての試験体において、横目地のひび割れ発生の実

現象を反映した粘着力を無視したすべり挙動時の最

大耐力や、すべり破壊後の剛体回転による耐力の計算

値は実験結果と整合した。 

(3) すべての試験体において、エネルギー吸収能力を維持

する結果となり、 剛体回転を起こさずすべり破壊と

なるためにはアスペクト比および軸力を変更する必

要があることが分かった。 

本論文では、面内耐震性能のみに着目したが、今後、面外

方向の耐震性能を評価し、余震に対する 2 次災害を減らす

ための残存耐震評価手法および応急補強手法を開発する

ことに向けて研究を進めていく予定である。 
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